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款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 1 1 社会福祉総務費 28億 4,491万 9 27億 1,502 万 8 160～171 

【福祉課】 

○生き生きお出かけ・ふれあい交流支援事業（なごみ茶ろん）  290万 3千円 

  日頃、外出することが少なくなりがちな高齢者を中心に、市民誰もが気軽に立ち寄れる憩 

いの場を整備し、社会参加の機会を創出した。 

・開設期間 平成 27年 10月 26日～平成 28年 3月 31日 

・利用者数 6,542人 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲健康体操教室              ▲折り紙教室 

 

○低所得世帯支援事業（商品券購入助成）  328万 8千円 

  島原市プレミアム付商品券購入に当たり、低所得世帯の負担を軽減しようと、購入代金の 

 一部を助成した。 

 ・助成額 2,000円 

 ・実 績 1,640世帯 

 

○島原市社会福祉協議会運営費補助金  2,049万 3千円 

  地域福祉活動を実施する社会福祉協議会に対し、事業運営等を効果的に実施してもらう 

ため、運営費の一部について補助した。 

 

○島原市福祉センター運営費補助金  405万円 

  地域福祉推進のため、各種団体が利用する島原市福祉センターの管理運営を行う社会福祉

協議会に対し、運営費の一部について補助した。 

 

○島原市民生委員児童委員協議会連合会運営費補助金  410万円 

  地域福祉推進のために様々な活動を行う民生委員児童委員で組織する連合会に対し、その

運営費の一部を補助した。 
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○重度心身障害者福祉交通機関利用助成事業費  514万 9千円 

  タクシー・バス・鉄道運賃の一部を助成することで、障害者の社会活動の範囲を広め、   

心身障害者の福祉の向上を図った。（26年度から島鉄バス・列車も利用可） 

  ・交付額（年間）  100円券×200枚＝20,000円分 

  ・交付者数  知的障害者（児）  １６７人 

         車いす常用者（児）  ７４人 

         視覚障害者（児）   ４０人 

         人工透析患者     ７４人 

         精神障害１級     １６人 

                 合計３７１人 

  ・利用枚数         ５１，４８９枚 

 

○特別障害者手当等  2,100万 9千円 

  在宅の重度障害者（児）に手当を支給し、経済的負担の軽減を図った。 

区分 受給者数（人） 月額（円） 支給額（円） 

障害児福祉手当 ４７ １４，４８０  ７，６４３，８００ 

特別障害者手当   ４５ ２６，６２０ １３，３６５，０２０ 

 

○福祉医療費（障害者分）  9,294万 6千円 

心身障害者の医療費の一部を助成した。  支給件数 ２２，７８７件 

  対象者…下記の手帳所持者 

   ・身体障害者手帳 １級～３級 

   ・療育手帳（知的障害者）Ａ１、Ａ２、Ｂ１ 

   ・精神障害者保健福祉手帳 １級 

  助成内容 

① 身体障害者手帳１・２級、療育手帳Ａ１・Ａ２、精神障害者手帳１級 

    一部負担金から入院、通院とも１日８００円（１か月１，６００円を限度）を控除    

    した額を支給。処方箋による薬代は全額支給。ただし、精神障害者手帳１級は通院   

のみ。 

② 身体障害者手帳３級、療育手帳Ｂ１ 

    一部負担金から入院、通院とも１日８００円（１か月１，６００円を限度）を控除    

    した額の１／２の額を支給。処方箋による薬代は１／２支給。 

 

○障害者自立支援給付費  14億 6,361万円 

 

（1）障害者自立支援給付費  14億 6,206万円 

  障害のある人の地域生活と就労を支援し、障害の種別（身体・知的・精神・難病）に     

かかわらず、障害のある人が必要とするサービスを提供した。 
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①コミュニケーション支援事業  17万 4千円 

聴覚障害や音声機能障害、言語機能障害のある人が、公的機関や医療機関等において    

円滑な意志疎通が図られるように、手話通訳者及び要約筆記奉仕員を派遣した。 

    派遣状況  手話通訳  利用者 ３人  延べ利用 ２８回 

          要約筆記  利用者 １人  延べ利用  １回 

 

②視覚障害者ガイドヘルパー派遣事業  71万 2千円 

重度の視覚障害者が公的機関や医療機関に赴くなど外出する場合に、申し出により   

ガイドヘルパーを派遣した。 

    派遣状況  利用者 ２０人   延べ利用 ３２１回 

 

③社会参加促進事業  119万円 

下記のそれぞれの事業を実施し、福祉の向上に努めた。 

・声の広報や点字広報の作成  延べ利用者 ３０人     516,605円 

・手話奉仕員養成事業     入門課程   ８人     318,124円 

・要約筆記奉仕員養成事業   基礎 4人・応用 2人     200,000円 

・自動車改造助成事業     助成件数   ３件     155,728円 

 

④相談支援事業  1,298万 3千円 

   障害福祉に関する各種の問題に対し、本人や家族からの相談に応じ、必要な情報の提供  

及び助言、関係機関との連絡調整を行った。 

事業所数 実利用人員（人） 延べ相談件数（件） 

２ １６６ ８，００４ 

 

⑤地域活動支援センター事業  1,300万円 

障害のある人に対して、地域活動支援センターにおいて創作的活動や生産活動の機会の  

提供、社会との交流の促進等の支援を行った。 

事業所数 実利用人員（人） 利用延べ人員（人） 

２  ３３ ５，５０９ 
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⑥日常生活用具給付費  1,487万 4千円 

日常生活を容易にするための日常生活用具の購入に要する費用の一部を助成し、負担 

軽減を図った。 

品名 障害者 障害児 

入浴補助用具        １      ０ 

特殊寝台     ２    ０ 

特殊マット     ２    ０ 

体位変換器     ２    ０ 

歩行支援用具        ３      ０ 

頭部保護帽        ０      １ 

人工喉頭        ２      ０ 

透析液加温器        ２      ０ 

電気式たん吸引器        ２      ０ 

ネブライザー        １      ０ 

盲人用体温計        １      ０ 

盲人用時計        ３      ０ 

パルスオキシメーター        １      ０ 

Ｔ字状・棒状のつえ        ２      ０ 

住宅改修費        ２      ０ 

ストマ用装具 １,１９１      ０ 

紙おむつ    １３４  １４２ 

小児慢性特定疾患児日常生活用具        －      ２ 

合計件数（件）  １,３５１  １４５ 

合計給付額（円） １３，２１２，０４２ １，６６１，５９８ 

 

⑦訪問入浴サービス事業費  834万 4千円 

   入浴が困難な重度の障害者宅を訪問し、訪問入浴車両により浴槽を提供して入浴   

サービスを行った。 

    支給決定者 ８人   延べ利用 ６７３回 

 

⑧移動支援事業費  313万 1千円 

   屋外での移動が困難な障害者に、公的機関や医療機関に赴く際や、余暇活動等の社会  

参加のための外出支援を行った。 

    支給決定者 ５０人   延べ利用 ５５９回 
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⑨日中一時支援事業費  410万 5千円 

   障害児の放課後預かり、障害のある人の日中活動の場として訓練や作業を行い、家族の

就労や一時的な休息の確保を図った。 

    支給決定者 ３０人   延べ利用 １，５１１回 

 

⑩補装具給付費  704万 3千円 

障害により失われた部位、麻痺した機能を補うため、補装具の購入又は修理に要する 

費用の一部を助成し、負担軽減を図った。                

品名 
身体障害者 身体障害児 

交付 修理 交付 修理 

義  手    ３  ０  ０  ０ 

義  足    ２  ０  ０  ０ 

装  具 １５  ５  ５  ０ 

盲人安全杖    １  ０  ０  ０ 

眼  鏡    ２  ０  ０  ０ 

義  眼    １  ０  ０  ０ 

補 聴 器 ２３  ９  ２  ２ 

車 い す    ２  ５  ０  ０ 

座位保持装置    ０  ２  ４  ２ 

座位保持椅子    ０  ０  １  ０ 

歩行補助つえ    ２  ０  ０  ０ 

歩 行 器    ０  ０  １  ０ 

特例立位保持装置    ０  ０  ３  １ 

合計件数（件）     ５１   ２１    １６    ５ 

合計給付額（円） 4,055,017 455,760 2,382,116 150,021 
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⑪自立支援介護給付費  7億 2,320万 2千円 

障害支援区分が一定以上の人に生活上、療養上の介護を行った。 

事業名 支給決定者数（人） 支給額（円） 

居宅介護等給付費 ８４ ５０，８７６，１９０ 

重度訪問介護給付費 ３ １７４，３４０ 

行動援護給付費 ５ １，１４８，７００ 

同行援護給付費 ３ ８３，２１０ 

療養介護給付費 １９ ５９，４０７，４７０ 

生活介護給付費 ２０８ ４２２，４２８，９３２ 

短期入所給付費 ７３ ３２，４９６，６４７ 

施設入所支援給付費 ８６ １１３，９５７，６２４ 

計画相談支援給付費 ４７８ １６，４０７，０３６ 

地域移行支援給付費 １ ８３，４２０ 

特定障害者特別給付費等 ２４１ ２６，０４６，１３９ 

高額障害福祉サービス費 ６ ９２，２１３ 

合  計 １，２０７ ７２３，２０１，９２１ 

 

⑫自立支援訓練等給付費  4億 7,953万 6千円 

身体的、社会的な訓練や就労に向けた支援を行った。 

事業名 支給決定者数（人） 支給額（円） 

就労移行支援給付費      １６ ２５，３４６，０９０ 

就労継続支援給付費（Ａ型）      ６０ ７４，５１５，１３９ 

就労継続支援給付費（Ｂ型）     １２６ １７７，５０４，６５６ 

自立訓練給付費       ７ ４，２６５，４２７ 

グループホーム給付費     １５５ １９７，９０４，３１３ 

合  計 ３６４ ４７９，５３５，６２５ 
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⑬障害児入所給付費等  7,128万 6千円 

１８歳未満の児童に対し、日常生活における基本的な動作指導、集団生活への適応訓練 

を行った。 

事業名 支給決定者数（人） 支給額（円） 

児童発達支援（未就学児）      ２９ ６，８３６，６１７ 

放課後等デイサービス（就学児）      ５５ ６１，４８７，４５３ 

保育所等訪問支援給付費      ２   ９，３６９ 

多子軽減に係る償還払い      ２ ２３，６４７ 

高額障害児通所給付費       ９ １５０，０２６ 

障害児相談支援給付費      ８２ ２，７７８，４３０ 

合  計 １７９ ７１，２８５，５４２ 

 

⑭自立支援医療費  1億 1,466万 2千円 

身体障害者（児）の身体の障害を除去し、または軽減するために行う医療について、その

費用のうち一部負担額を除いた額の給付を行った。 

ア）更生医療（18 歳以上の人）  9,692万 3千円 

     延べ件数  一般（肢体等）   １７０件 

           心臓         ２９件     合計３，７０８件 

           人工透析    ３，５０９件 

イ）育成医療（18 歳未満の人）   122万 4千円 

     延べ件数  一般（肢体等）    ３８件   合計   ４６件 

           心臓          ８件 

  ウ）療養介護医療         1,651万 5千円       ２１６件 

 

 ⑮その他  781万 8千円 

   ・過年度国県支出金返還金  508万 3千円 

・国保連合会等審査手数料   94万 6千円 

・事務経費等        178万 9千円 

 

 

（2）障害支援区分認定等事務費  155万円 

   障害者総合支援法に基づき、障害支援区分の認定調査及び審査会を実施した。 

   障害支援区分認定審査会 

委員（人） 開催回数（回） 処理件数（件） 

５ １２ １３１ 
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○生活困窮者自立支援事業  546万 9千円 

平成２７年４月１日から施行された「生活困窮者自立支援法」に基づき、社会福祉協議会

を相談窓口に、生活保護に至る前の段階での自立支援の強化を図った。 

 ・自立相談支援業務 

生活困窮者からの相談を受け、その人の抱えている課題解決に向けた自立支援計画 

（プラン）を作成し、関係機関（ハローワーク等）と連携した就労支援等を通じ、生活 

困窮状態から脱却できるよう努めた。 

 

生活困窮者自立相談支援業務委託料  546万 2千円 

新規相談受付件数 プラン作成件数 就労支援者数 

３０件 ３件 ３人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



53 

款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 1 2 社会福祉施設費 1億 904万 7  1億 375万 3  170～175 

【福祉課】 

○養護老人ホームありあけ荘運営経費  1億 375万 3千円 

入所者の高齢化が進む中で、嘱託医等との緊密な連絡、職員間の連携を密にして日常の  

生活支援を行ったほか、日帰り旅行や身元引受人との交流会、誕生会等のレクリエーション、

地域の子供たちとの交流や老人作品展出品等を通じて、入所者の健康と生きがいづくり、 

楽しいホームづくりに努めた。平成２８年度からは社会福祉法人幸和会へ移譲する。 

                       (定員 50人) 

区  分 人数（人） 備  考 

入所者（市内） 26  

入所者（市外） 2  

入所者（計） 28 年間平均 29.4人 

ショートステイ 0  

                         (H28.3.31 現在) 

    実施行事 

行 事 名 内  容 

日帰り旅行 大村市（大村公園花菖蒲園）及び雲仙市（小浜マリンパーク） 

交流会 身元引受人との交流 

盆踊り大会 地域との交流（霊南こどもクラブ） 

誕生会 対象誕生者の紹介、曲名・歌手名当てクイズ、ビンゴゲーム 

（年６回実施） 

 

◆民間移譲までの流れ 

 ・第四次行政改革大綱における『民間委託等の推進』において、老人福祉施設が掲げられる。 

 ・島原市立ありあけ荘あり方検討委員会から、早期の民間移譲の方法による民営化の提言（H24.4） 

 ・民営化の方針決定（H24.11 ） 

・島原市立ありあけ荘移譲検討委員会から、民間移譲に係る公募条件や選定方法など移譲する候補者 

を公募するために必要な事項等について報告（H25.12） 

・民間移譲に係る募集要項公表（H27.1）～募集期間（H27.2.20～3.9） 

・島原市立ありあけ荘移譲先候補選定委員会開催及び応募 7事業所に対する書面・面接審査実施 

 （H27.5.21） 

・島原市立ありあけ荘移譲先候補選定委員会から報告書提出（H27.5.28 ）…移譲先優先候補者選定 

・移譲先優先候補者として社会福祉法人幸和会を決定（H27.6.4） 

・平成 27年 12 月市議会定例会に「島原市養護老人ホーム設置条例を廃止する条例」「財産の無償貸付」 

 に関する議案を上程（可決） 

・養護老人ホーム島原市立ありあけ荘民間移譲に伴う協定締結（H27.12.22） 

・引継ぎ期間を経て、社会福祉法人幸和会による運営開始（H28.4.1） 
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款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 1 3 老人福祉費 1億 6,283万 8 1億 3,898 万 6 174～181 

【福祉課】 

○老人福祉施設保護措置事業  5,503万円 

 在宅において一人で生活することが困難な６５歳以上の高齢者を施設に入所させることに 

より、高齢者の心身の安全を図った。 

   措置人員   ありあけ荘 ２６人   市外施設 ２３人 

         ※ 措置費については、市外施設のみ。 

 

○在宅福祉対策  133万 2千円 

在宅高齢者が要介護状態となるのを防ぐための支援や、自立した生活のための支援を行う 

各種介護予防及び生活支援の事業を行った。 

事 業 名 登録者（人） 延利用者数（人） 

生きがい活動支援通所事業 8 346 

 

○高齢者住宅改造助成事業  44万円 

（１）高齢者住宅改造費助成事業   28万 8千円 

身体機能が低下した在宅高齢者の日常生活を容易にするとともに、家庭での介護の負担を 

軽減し自立意欲の助長と生活環境の整備を図るため、住宅改造に要する経費の一部を助成した。 

助成件数  ３件 

 

（２）高齢者等住環境改善支援事業  15万 2千円 

身体機能が低下した在宅高齢者等の日常生活を容易にするとともに、介護予防意欲の助長と

生活環境の整備を図るため、住宅改造に要する経費の一部を助成した。 

助成件数  ６件 

 

○ねたきり老人等介護見舞金支給事業  995万円 

ねたきり老人または認知症老人を在宅において６か月以上介護している家族に対し、   

ねたきり老人等１人につき年額５万円の見舞金を支給した。  支給者数 １９９人 

 

○高齢者福祉交通機関利用助成事業  2,931万 3千円 

 高齢者の社会活動の範囲を広め、自立を支援し高齢者の福祉の向上に寄与するとともに、  

地域交通の振興を図るため、７５歳以上の高齢者（所得税本人非課税で車の運転をしない人  

もしくは、運転免許証を自主返納した人）に利用券（１００円券で上限８０枚）を交付した。 

   交付枚数 ３２８，２４０枚     利用枚数 ２９３，１２５枚 

 

 

 



55 

○テレフォンサービス事業  51万 7千円 

 希望者宅へ定期的に電話をかけて安否を確認し、簡単な日常生活の相談等に応じ、高齢者の

安全確保と不安解消を図った。 

  ２７年度末現在利用者  ３８名 

 

○緊急通報システム事業  336万 5千円 

 緊急通報装置を設置して２４時間体制で待機し、月２回の確認コールを行うなど、 

ひとり暮らし高齢者等の安全確保と不安解消に努めた。 

  ２７年度末現在登録台数  １９１台 

 

○高齢者日常生活用具給付事業  15万 9千円 

６５歳以上で心身機能の低下に伴い、防火等の配慮が必要なひとり暮らし高齢者に 

日常生活用具を支給した。 

  火災警報器（熱式）  ４０台  電磁調理器 １台 

 

○敬老無料入浴サービス事業  371万円 

 長年社会に貢献してこられた高齢者を敬愛し長寿を祝福するため、７０歳以上の高齢者に 

対し、入浴優待券を１人５枚配布した。 

  対象者 １１，０３０人  延利用者 １３，５１２人  

 

○敬老事業実施補助金  992万 6千円 

 高齢者に対し敬老の意を表し、その長寿を祝福するため、敬老祝賀会等の敬老事業を実施  

する町内会・自治会等に対し、７０歳以上の高齢者１人当たり９００円を補助した。 

    対象者数 １１，０２９人 

 

○老人クラブ活動等助成事業  726万 7千円 

 地域における住民の老後の生活を健全で豊かなものにするため、自主的に結成される老人 

クラブの活動における運営費等の一部を助成した。 

   クラブ数 ７３    会員数 ３，２９０人 

 市老人クラブ連合会へ交付 

  ・すこやか対策推進補助金（市単独）   １，３０５，０００円 

  ・活動促進費補助金（国県市１／３ずつ） １，０１２，８８０円     

  ・活動助成費補助金（市単独）        ５６９，４００円 

 単位老人クラブへ交付 

  ・社会参加活動費補助金（市単独）    １，１８２，６００円 

・活動助成費補助金（国県市１／３ずつ） ３，１９７，４００円 
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○敬老祝品・長寿祝金給付事業  662万 5千円 

 高齢者に対し敬老の意を表し、その長寿を祝福するため敬老祝品及び長寿祝金を支給した。 

   ２７年度給付実績 

対象者 金 額（円） 対象者数（人） 

７７歳 
5,000円相当（送料含）の 

島原市特産品 1つ 
537 

８８歳 
5,000円相当（送料含）の 

島原市特産品 2つ 
343 

１００歳 30,000円      17 

 

○全国健康福祉祭ながさき大会  715万 1千円 

 平成 28年 10月開催の第 29回全国健康福祉祭ながさき大会（愛称：ねんりんピック長崎 2016）

において、本市で開催する各交流大会及び関連イベント等の円滑な運営を図るとともに、本市

を訪れる方々を、市民総参加のおもてなしで迎えられるよう、平成 27年度は開催準備業務とし

て以下の事業を行った。 

  

 ■島原市実行委員会設立総会・第 1回総会の開催 

期日：平成 27年 6月 12日 

   内容：島原市実行委員会の設立、平成 27年度事業計画・収支予算 

■種目別リハーサル大会の実施 

大会名：2015九州シニアサッカー大会 

  期日：平成 27年 10月 10日（土）～11日（日） 

 ■実施計画の策定 

 ■開催要領の作成 

■ねんりんピックの周知・啓発 

   市内各イベントでのＰＲ活動：年間 19回 

 平成 28年 3月 29日[200日前イベント]を開催 

 

○ねたきり高齢者等おむつ費助成事業  224万 9千円 

 ねたきり高齢者及びねたきり身体障害者の属する世帯に対し、おむつ代の一部を助成した。   

利用人数 １２３人     延べ利用人数 １，１０４人 
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款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 1 4 国民年金費 1,789万 1 1,642 万 3 180～181 

【市民窓口サービス課】 

国民年金第１号被保険者に係る資格取得及び喪失、異動、年金請求等の受付事務を実施した。 

 日本年金機構への協力・連携として２０歳到達者の情報提供や口座振替の推進、広報紙等での 

情報提供など被保険者の年金受給権の確保に努めた。 

 

○国民年金被保険者の異動状況 

区  分 
被 保 険 者 数（人） 

第１号 任意第１号 第３号 計 

２６年度末被保険者数 7,186 64 2,164 9,414 

２７年度末被保険者数 6,982 62 2,114 9,158 

差 引 増 減 △204 △2 △50 △256 

 

○ねんきんネット利用者数（人） 

２６年度利用者数     ２８４ 

２７年度利用者数 ３９４ 

差 引 増 減 １１０ 

 

○年金出張相談利用者数（人） （諫早年金事務所主催） 

２６年度利用者数     ２７６ 

２７年度利用者数 ２９７ 

差 引 増 減 ２１ 

 

○年金請求の受付状況 

種  別 件数 

老齢基礎年金 65 

障害基礎年金 24 

遺族基礎年金 2 

未支給年金 385 

死亡一時金 7 

寡婦年金 2 

計 485 
 

 



58 

款 項 目 目名 予算額（千円）  決算額（千円） 決算書の頁 

3 1 5 援護費 173万 7 169 万 3 180～183 

【福祉課】 

  戦没者を追悼し恒久平和を祈念するため長崎県戦没者追悼式などの式典へ参列したほか、

援護関係団体の運営費の一部について補助を行った。また、戦没者遺族や原爆被爆者が行う

各種申請の受付、進達を行った。 

 

 ○運営費補助 

助成団体 会員数（H27.4.1現在） 補助金額（千円） 

島原市遺族会・有明町遺族会 １，０８０    ４８０ 

長崎県原爆被爆者島原半島連合会有明支部      ４１     ２８ 

  ○申請等受付件数 

手続名 受付件数（件） 手続名 受付件数（件） 

被爆者手帳再交付申請  ２ 居住地変更届   ６ 

一部負担金相当額申請書 １２ 死亡届 ２０ 

健康管理手当認定申請 １２ 
原爆被爆者二世無料健康

診断受診申込 
１８ 

葬祭料支給申請 ２０ 手当証書紛失届 １７ 

一般疾病医療費支給申請  ４ 医療特別手当健康状況届  ５ 

被爆体験者精神医療費 

支給申請 
 ０ 

訪問介護利用被爆者助成 

受給資格認定申請 
 ６ 

 

 

 

款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 1 6 
福祉のまちづくり
推進事業費 78万 7 78万 7 91～92 

【福祉課】 

○福祉のまちづくり推進事業経費  78万 7千円 

高齢者や心身障害者の保健福祉の増進を図るため、地域における在宅福祉の向上、健康 

づくり、ボランティア活動等の事業に対し助成を行った。 

○ひまわりキャンプ補助金        ３５万円 

○子どもボランティア教室開催費補助金  ２０万円 

○がまだすマラソン大会補助金      １８万円 
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款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 1 7 介護保険費  8億 3,351万 7 7億 7,337万 3 182～183 

【保険健康課】 

○島原地域広域市町村圏組合介護保険運営費負担金   7億 6,559万 5千円 

   ６５歳以上で介護や支援が必要な方、及び４０歳以上の方で特定疾病が原因で介護や

支援が必要な方に対する保険給付や介護予防事業等の地域支援を行う介護保険の運営

は、島原市、雲仙市、南島原市の３市で構成する島原地域広域市町村圏組合が保険者と

なり運営している。本市では、各種申請書等の受付及び相談などの業務を取り扱ってい

る。 

 

 

 ◆要介護・要支援認定者の状況（各年度末）◆ 

 

   

  

 

 

 

 

 

 

3,390 人 3,407 3,499 3,462 3,391 
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◆介護サービス等の利用状況◆ 

  区  分 件  数 

介護サービス等給付費 

居宅介護サービス等給付費 26,396 

施設介護サービス等給付費 5,435 

居宅介護サービス計画給付費 14,267 

地域密着型介護サービス等給付費 4,579 

介護予防サービス等給付費 

介護予防サービス等給付費 9,931 

介護予防サービス計画給付費 7,822 

地域密着型介護予防サービス等給付費 96 

高額介護サービス費（医療合算含む） 9,048 

特定入所者介護サービス等費 5,378 

合  計 82,952 

  高齢者の介護を社会全体で支える仕組みとして着実に浸透・定着してきた。 

 

 

○地域介護・福祉空間事業費補助金   737万円 

  ○認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援事業 

既存の認知症グループホーム等の耐震改修等の防災補強改修及び利用者等の安全確

保等の観点から老朽化に伴う大規模な修繕等を実施した事業者に対し、予算の範囲内

で補助金を交付した。 ※財源：国（全額） 

 
 

 施 設 名 事 業 補 助 金 備 考 

社会福祉法人 楽々会 

小規模多機能型居宅介護事業所 

楽苑 

防災対策改修事業 

（天井落下防止・ 

外壁倒壊防止） 

737万円 

総事業費 

1,300万 4千円 

補助対象事業費 

801万 1千円 
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款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 1 8 後期高齢者医療費 8億 2,069万 6 8億 1,865 万 5 184～185 

【保険健康課】 

○療養給付費負担金   5億 9,987万 7千円 

後期高齢者医療被保険者のうち１割負担者分の療養の給付に要する費用等の１／１２と

なる市負担割合について負担を行った。 

  給付費・支給費それぞれ総件数・総費用額 

・医療費給付費 

   給付件数     258,708件     （267,654件） 

   給 付 額  7,050,982,678円  （7,267,740,369円） 

    ・医療費支給費 

       支給件数      13,067件      （13,643件） 

       支 給 額    85,573,832円   （ 92,945,157円） 

※( )は３割負担者を含めた総件数・総費用額 

   医療費給付費で件数０．１５％増、給付額０．２２％増、医療費支給費で件数１．２８％

減、支給額４．４５％減、と全体では前年度より増加している。 

 

○後期高齢者医療特別会計繰出金   1億 9,063万 4千円 

所得の少ない人について行う保険料の減額賦課による保険基盤安定負担金、広域連合への

事務費負担金及び市で行う事務に係る事務費について、後期高齢者医療特別会計へ繰出し 

負担する。なお、保険基盤安定負担金については、費用額の３／４を県が負担している。 

       ・保険基盤安定負担金     167,268,159 円 

・広域連合事務費負担金     16,159,300円 

    ・事務費等           7,206,301 円 

   保険基盤安定負担金の対象として、低所得者対策５，５５５人、被扶養者４１５人が  

保険料の軽減措置を受けた。 

 

○後期高齢者健康診査   2,814万 4千円 

  後期高齢者医療被保険者に対し、生活習慣病の早期発見・早期治療により、重症化を予防

し、医療費を抑制することを目的として健康診査を行った。 

    ・対象者数         8,067人（H27.4.1現在の被保険者数） 

・受診者数  集団健診   2,264人 

   個別健診    505人 

           合計    2,769人 
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款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（円） 決算書の頁 

3 1 9 有明福祉センター管理費 3,298万 8 3,116 万 7 184～185 

【有明支所】 

○有明福祉センター指定管理料  2,652万 6千円  

  市民が健康で安心して暮らせるまちづくりのため、福祉及び健康増進の拠点としての有明

福祉センターの維持管理、トレーニングルーム及びリフレッシュ浴場（有明温泉美人の湯）

について、指定管理者に委託して管理運営を行った。 

 

 指定管理者 社会福祉法人 島原市社会福祉協議会 

 指 定 期 間 平成２７年４月１日～平成３２年３月３１日 

 

・開設日数  ３０９日（火曜日休館） 

・利用者数 

リフレッシュ浴場利用者数 

      （人） 

７１，４７６ トレーニングルーム利用者数 

     （人） 

１１，３３３ 

 

内 

 

訳 

一般（３１０円） ３４，１１７   

内 

 

訳 

一般（３１０円） ８，５５９ 

70歳以上（２１０円） ３２，３８５ 70歳以上（２１０円）  １，０７５ 

障害者（２１０円） １，６５４ 障害者（２１０円） ４５５ 

こども（１５０円） １，７５７ 市外（５２０円） １，２４４ 

市外大人（５２０円） １，３８７   

市外こども（２６０円） １７６ 

 

・使用料収入   １，８３０万７千円 

・敬老事業の無料入浴：９月２１日～１１月２０日 

  ７０歳以上を対象に無料開放を実施し、延べ４，７８６人の利用があった。 

 

【リフレッシュ浴場】            【トレーニングルーム】 
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款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 1 10 臨時福祉給付金 

給付費 

1億 2,195万 4 1億 249万 4 184～187 

【福祉課】 

○臨時福祉給付金給付費  1億 249万 4千円 

 消費税８％への引き上げに際し、低所得者に与える負担の影響を緩和するため臨時福祉  

給付金を支給した。 

平成 27年度分市民税が課税されていない者１人につき６千円を支給した。 

  

・申請受付期間 平成 27年８月３日から平成 28年２月３日 

 ・支給決定者数 11,015 人 

 ・支給決定額  66,090,000円 
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款  項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 2 1 児童福祉総務費 4億 8,750万 2 4億 1,099 万 2 186～197 

【こども課】 

○多子世帯支援事業（島原市プレミアム付商品券購入助成事業）  140万 9千円 

 島原市プレミアム付商品券発行事業の実施に当たり、当該商品券を購入する多子世帯に対し、

購入費用の一部を助成することで、子育て世帯の消費喚起と経済的支援を図った。 

 【助成券発行・利用数】  

対象世帯数 

（6月 22日現在） 

発行総数（枚／世帯） 発行割合 

 うち、利用総数  うち、利用割合 

８６１世帯 ５１８枚 ５１３枚 ６０．２％ ５９．６％ 

（内訳） ・商品券購入助成費  １，０２６，０００円（５１３枚×２，０００円） 

・事務費         ３８２，８００円 

 

○福祉医療費支給事業  9,463万 8千円 

 乳幼児、小・中学生、ひとり親家庭の父・母及び子、寡婦等に対し、医療費の一部を支給して

福祉の増進を図った。（小・中学生は平成 27年 4月から支給対象。市単独事業） 

【支給件数・支給額】 

区 分 件数（件） 支給額（円） 

乳幼児 37,879 58,508,291 

小・中学生 9,146 18,078,570 

母子 
母 3,724 10,460,341 

子 3,104 6,324,022 

父子 
父 204 733,740 

子 265 513,100 

寡婦 1 19,800 

合 計 54,323 94,637,864 

 

○障がい児保育事業  819万円 

 中程度の心身障害を有する児童を受け入れている６保育所に対して助成を行った。 

実施施設 対象児童数（人） 

1 清華保育園 2 

2 おさなご園 1 

3 みどり保育園 3 

4 こひつじ保育園 2 

5 わかくさ園保育所 1 

6 安徳保育園 2 

合計 11 
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○発達促進保育特別対策事業  529万 2千円 

 軽・中程度の心身障害や発達遅滞を有する満３歳以上の児童を受け入れている７保育所に対し

て助成を行った。 

実施施設 対象児童数（人） 

1 おさなご園 1 

2 たけしま保育園 3 

3 みどり保育園 5 

4 春陽保育園 1 

5 寺町保育園 1 

6 わかくさ園保育所 1 

7 浦田保育園 2 

合計 14 

 

○一時預かり事業  1,874万円 

 就労形態の多様化等に伴う一時的な保育や、保護者の疾病等による緊急時の保育などの一時保 

育を行った１１保育所及び２認定こども園に対して助成を行った。 

実施施設 延べ利用者数（人） 

1 心香保育園 141 

2 清華保育園 237 

3 桜花保育園 78 

4 おさなご園 41 

5 山寺保育園 32 

6 たけしま保育園 38 

7 みどり保育園 144 

8 春陽保育園 578 

9 こひつじ保育園 328 

10 わかくさ園保育所 116 

11 安徳保育園 129 

12 認定こども園 ひかわ第一幼稚園 3,426 

13 認定こども園 島原幼稚園 668 

合計 5,956 

 

○延長保育促進事業  1,328万 1千円 

 就労形態の多様化等に伴う保育時間延長の需要に対応するため、保育認定を受けた児童に対し、

通常の利用時間（８時間又は１１時間）を超えて保育を行った１９保育所及び１認定こども園に

対して助成を行った。 
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実施施設 延べ利用者数（人） 

1 向陵保育園 303 

2 みやま保育園 190 

3 東向保育園 449 

4 恵祥保育園 998 

5 心香保育園 3,031 

6 清華保育園 269 

7 桜花保育園 1,272 

8 おさなご園 1,116 

9 山寺保育園 257 

10 たけしま保育園 566 

11 みどり保育園 1,188 

12 愛児保育園 153 

13 春陽保育園 3,569 

14 寺町保育園 357 

15 こひつじ保育園 1,439 

16 浦田保育園 440 

17 わかくさ園保育所 2,635 

18 中木場保育園 895 

19 安徳保育園 1,792 

20 認定こども園 ひかわ第一幼稚園 1,506 

合計 22,425 

 

○地域子育て支援拠点事業  3,910万 6千円 

 子育て親子の交流等を促進する子育て支援拠点を運営している６保育所に対して助成を行っ 

た。乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提 

供、助言その他の援助を行うもの。 

実施施設 延べ利用者数（人） 

1 たからっこ（心香保育園） 2,178 

2 Babyぱんたか（清華保育園） 6,654 

3 ころころクラブ（おさなご園） 4,362 

4 みどり子育て支援センター（みどり保育園） 1,128 

5 しゅんよう子育て支援センター 

（春陽保育園） 
1,202 

6 くるみの家（わかくさ園保育所） 4,170 

合計 19,694 
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○病後児保育事業  196万 6千円 

 児童が病気の回復期にあり、集団保育が困難な期間について一時的に保育を行った２保育所に

対して助成を行った。 

実施施設 実施日数（日） 延べ利用児童数（人） 

1 おさなご園 30 31 

2 わかくさ園保育所 14 14 

合計 44 45 

 

○保育所緊急整備事業  2,769万 8千円 

 子どもを安心して育てることが出来るような体制整備を行うため、増築工事を行った保育所 

１園に対して助成を行った。 

実施施設 整備内容 
整備前 

  定員（人） 

整備後 

  定員（人） 

入所人員（人） 

（平成 28年 3月 1日現在） 

1 安徳保育園 
保育室・便所・ 

倉庫等の増築 
70 90 89 

※入所人員については、広域入所を除く 

 

【整備後の安徳保育園】※写真は増築部分 

      

   

 

 

○放課後児童健全育成事業  5,466万 6千円 

 保護者が仕事等により昼間家庭にいない小学校の児童を放課後及び長期休暇時に学童クラブで

預かり、適切な遊び及び生活の場を与え、その健全育成を図った。 

市内１１か所の学童クラブへの運営費補助金。  
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実施施設 
延べ利用 

児童数（人） 
実施施設 

延べ利用 

児童数（人） 

1 学童ひかわおひさまクラブ 

（ひかわ第一幼稚園） 5,098 

7 恵祥保育園学童クラブ 

チューリップ（恵祥保育

園） 

3,412 

2 島原幼稚園学童クラブ 

（島原幼稚園） 
1,971 

8 煌めきクラブ 

（みどり保育園） 
3,069 

3 安中学童クラブ 

（中木場保育園） 
10,958 

9 学童ちえなみクラブ 

（たけしま保育園） 
4,347 

4 おさなご園すくすくクラブ 

（おさなご園） 5,105 

10 わかくさ園学童くるみク

ラブ 

（わかくさ園保育所） 

12,771 

5 Seika学童クラブ Kids 

ぱんたか（清華保育園） 
4,887 

11 しゅんよう学童クラブ 

（春陽保育園） 
8,122 

6 こひつじなかよしクラブ 

（こひつじ保育園） 
8,217 合計 67,957 

  

○青少年対策事業  410万 3千円 

 家庭における児童の各種問題について、家庭相談員による相談、指導を行い、要保護児童や保

護者への支援を行った。 

・相談人数 ６７人  相談延回数  ７７４回 

 

○子育て支援室運営経費  419万 8千円 

 ＮＰ講座などの親育ちプログラム事業やブックスタート事業等を実施するなど、各種事業を行

ない、妊娠期から就学前の児童を抱える母親の子育て支援を行った。 

・ＮＰ（ノーバディーズパーフェクト）講座（２コース：２２人） 

・はじめのはじめのいっぽ講座（ＩＰＰＯ）（４コース：４３組） 

・ブックスタート事業（１２回：４０５組） 

 

○未熟児養育医療給付事業  178万 4千円 

 養育のため入院治療が必要な未熟児に対して、その治療に要する医療費を給付することにより、

乳児の健やかな育成を図った。 

・給付実人員 ８人   給付延件数２０件 

   （うち未熟児養育医療費 1,779,548円、事務費 4,746円） 

○すこやか赤ちゃん支援事業  1,467万 9千円 

 子育て家庭の経済的負担を軽減し、安心して子どもを産み育てることのできる環境づくりを 

目的に、満２歳未満の第２子以降を養育している人に対し、赤ちゃん用育児用品の購入費用の  

一部助成を行った。 
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・すこやか赤ちゃん券使用額（※取扱店からの代金請求額）  １，４１９万６千円 

・事務費（ 消耗品費、印刷製本費、通信運搬費）                 ４８万３千円 

  

＜支給状況＞ 

支給件数 ５０８件   支給済額  １，４５５万８千円 

     

<支給額>  

第２子・・・・・月額２，０００円（年間２４，０００円の購入券） 

    第３子以降・・・１人につき月額３，０００円（年間３６，０００円の購入券） 

 

 

款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 2 2 児童措置費 31億 7,076万 5 30億 9,470万 5 196～197 

【こども課】 

○子どものための教育・保育給付費  21億 424万 4千円 

（旧 民間保育所運営費） 

 平成２７年４月１日施行の子ども・子育て支援新制度により、従来の保育所運営費から、保育所、

認定こども園、幼稚園を通じた共通の給付とされる「施設型給付費」が創設され、就学前児童が教

育・保育施設から受けた教育・保育の提供に要した費用について財政支援を行った。 

 

○私立保育所・認定こども園入所状況（広域入所を除く） 【平成 28年 3月 1日現在】（単位：人） 

施設名 
利用

定員 

入所 

人員 
施設名 

利用

定員 

入所 

人員 

向陵保育園 80 89 こひつじ保育園 70 70 

みやま保育園 40 31 浦田保育園 50 46 

東向保育園 50 51 わかくさ園保育所 110 112 

恵祥保育園 70 66 美祢保育園 30 16 

心香保育園 100 108 中木場保育園 80 81 

誓願幼児園 70 76 安徳保育園 90 89 

清華保育園 60 53 市外保育所（委託）  51 

桜花保育園 60 55 小 計 1,600 1,648 

おさなご園 110 104 認定こども園 ありあけ幼稚園 45 49 

山寺保育園 70 73 幼保連携型認定こども園 勝光幼稚園 30 24 

たけしま保育園 120 121 認定こども園 島原幼稚園 155 156 

みどり保育園 90 101 認定こども園 ひかわ第一幼稚園 140 154 

愛児保育園 70 70 市外認定こども園（委託）  24 

春陽保育園 140 143 小 計 370 407 

寺町保育園 40 42 合 計 1,970 2,055 
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【参考】歳入の減（保育所）、歳出の増（認定こども園） 

○市保育料軽減事業（国基準からの軽減）  1億 702万 3千円 

国の保育料徴収基準額から保育料を引き下げ、子育て世帯の経済的負担を軽減することによ

り、児童の福祉の向上に努めた。 
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【参考】歳入の減（保育所）、歳出の増（認定こども園） 

○すこやか子育て支援事業による軽減  1億 5,742万円 

多子世帯の保育所及び認定こども園入所児童の保育料を軽減することにより、児童の 

福祉の向上に努めた。 

・平成２７年度保育料軽減児童数   ４～８月分 ８８７人 

                   ９～３月分 ９３１人 

 

○児童手当給付費  7億 3,213万円 

 中学校修了前の児童を養育している人に対し、手当を支給することにより家庭における生活の安

定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健全な育成を図った。 

 【支給金額】 

支給対象年齢区分 支給手当月額（1人当たり） 

３歳未満 一律 15,000 円 

３歳以上小学校修了前 第１子、第２子   10,000 円 

第３子以降     15,000 円 

中学校修了前 一律 10,000 円 

所得制限以上（特例給付） 一律 5,000 円 

【平成２７年度実績】 

延べ支給児童 ６４，５１２人（うち特例給付 １，２０４人） 

 

〇児童扶養手当給付費  2億 5,816万 7千円 

 父または母と生計を同じくしていない児童が育成されるひとり親家庭の生活の安定と自立促進に

寄与するため、手当を支給し、児童の福祉の増進を図った。 

 【支給金額】            

全部支給 一部支給 第 2子加算 第 3 子以降 

42,000 円 41,990円～9,910円 5,000円 3,000円 

 【平成２７年度実績】 

  延べ受給者数：６，７３４人（うち、全部支給者：３，３８４人） 
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款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 2 3 母子福祉費 1,022万 9 795万 4 196～199 

【こども課】 

○母子家庭自立支援給付金事業  318万 3千円 

 

 【目 的】 母子・父子家庭の経済的自立促進のため、主体的な能力開発の取り組み、及び、就

職の際に有利な資格の取得を目指す母子家庭の母及び父子家庭の父に対し給付金を

支給し、より効果的な就労支援を行った。 

 

【内 容】  

・高等職業訓練促進費等事業 

就職に有利な資格（看護師、保育士、介護福祉士等）を取得するため養成機関で２年以上

修業する場合に、生活費負担軽減のため、訓練促進給付金及び修了支援給付金を支給。 

 

支給額：ア 訓練促進費     

住民税非課税世帯      月額１００，０００円  

（但し平成２３年までの入学者については月額１４１，０００円） 

住民税課税世帯        月額７０，５００円 

 

イ 修了支援給付金  

住民税非課税世帯    ５０，０００円  

住民税課税世帯     ２５，０００円 

 

平成２７年度実績 

支給金額 ３，１８２，５００円 

  支給人数 ３人   
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款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 2 4 児童福祉施設費 1億 5,610万 1 1億 4,315万 5 198～207 

【こども課】 

○児童福祉施設経費  7,036万 1千円 

（内訳） 

・白山保育園運営費（4,321万円） 

・三会保育園運営費（680万 2千円） 

・母子生活支援施設運営費（1,666万 7千円） 

・児童館運営費（368万 2千円） 

 

※うち工事費 

 ■白山保育園浄化槽設置工事（13,593,960 円） 

  トイレが汲み取り式であり、毎年春から夏にかけハエが集団発生し不衛生であったため、 

  合併処理浄化槽を設置し、トイレの機能維持及び環境改善を図った。 

 ■母子生活支援施設わかば改修工事（1,155,600 円） 

  東側便所の老朽化した便器・洗面台の取替のほか、木製建具の取替、ひび割れた内壁の張替を 

  行い、トイレの機能維持及び環境改善を図った。 

 

 

白山保育園及び三会保育園は保育内容の充実を、母子生活支援施設「わかば」は入所者の自立促進

のための生活指導や支援を、児童館は児童の健全育成を図るため行事内容の充実に努めた。  

また、要保護児童家庭の生活安定と児童等の健全育成に努め、福祉の増進に寄与した。 

（平成 27年 4月 1日現在） 

・白山保育園 園児数 ・・・５７名（市外からの受け入れを除く） 

・三会保育園 園児数 ・・・１６名 

・島原市母子生活支援施設わかば 入所世帯数 ・・・３世帯 
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款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 2 5 子育て世帯臨時特例

給付金給付費 

2,358万 0 2,236 万 4 206～207 

【こども課】 

○子育て世帯臨時特例給付金給付費  2,082万 8千円 

 【目的】 

消費税率の引き上げに際し、子育て世帯への影響を緩和するとともに、子育て世帯 

の消費の下支えを図る観点から、臨時的な給付措置を行った。 

  

【内容】 

 １．支給対象者 

  支給対象者は、平成２７年６月分の児童手当を受給している者。 

  ただし、特例給付受給者を除く。 

 ２．対象児童 

支給対象者の平成２７年６月分の児童手当の対象となる児童。 

   

 ３．給付額  

  対象児童１人につき３，０００円  

 

  

 【費用】全額国庫負担（10/10） ※実施にかかる事務費についても、全額国庫負担 

 

 【平成２７年度実績】 

   臨時福祉給付金  １７，６７９，０００円（支給決定児童数 ５，８９３人） 

   事務費       ３，１４８，５５４円 

 

 

 

 

款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 3 １ 生活保護総務費 5,440万 9 5,350 万 7 206～211 

【福祉課】 

○生活保護事務費  1,019万 8千円 

医療扶助費の適正な執行を図るため、非常勤職員（レセプト点検員）１名を雇用し、診療   

報酬明細書の点検を行った。また、嘱託医２名を委嘱し、医療要否意見書の内容審査などを行っ

た。加えて、非常勤職員（就労支援員）１名を雇用し、生活保護受給者の就労による自立を促進

するための支援を行った。 
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○レセプト点検       

点検数  １４，５２６枚 

        過誤調整    １３３枚  ３，６９６，４０８円 

 

○就労支援         

支援者数 ７７名   就労者数 ４７名（うち自立８名） 

 

 

 

 

款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 3 2 扶助費 10億 1,308万 7 9億 9,496 万 5 210～211 

【福祉課】 

○扶助費  9億 9,496万 5千円 

生活保護法に基づき、生活に困窮する人に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、 

最低限度の生活を保障するとともに、自立を助長した。 

  

  被保護世帯等の状況 

年度 世帯（月平均） 人員（月平均） 

２７年度 ４５０世帯 ６０２名 

２６年度 ４３２世帯 ５８７名 

２５年度 ４１３世帯 ５６０名 

 

相談・申請・開始・廃止数 

年度 相談 申請 開始 廃止 

２７年度 ２０１件 ７０件 ７２件 ７４件 

２６年度 ２１５件 ７４件 ７３件 ５３件 

２５年度 ２５８件 ７０件 ６１件 ４６件 
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扶助費 

区分  扶助費（円） 年間総人員（名） １人当たり（円） 

生活扶助 248,732,151  6,164 40,352 

住宅扶助 92,076,515 5,499 16,744 

教育扶助 3,400,473 326 10,430 

医療扶助 607,276,006 6,133 99,017 

出産扶助 0 0 0 

生業扶助 3,368,966 224 15,040 

葬祭扶助 1,605,086 9 178,342 

介護扶助 35,994,072 1,050 34,280 

施設事務費 2,115,070 12 176,255 

就労自立給付金 396,677 8 49,584 

計 994,965,016 － － 

 

※決算額の推移                       （単位：千円） 

扶助の種類 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

生活扶助 215,958 230,505 233,647 249,754 248,732 

住宅扶助 69,896 77,764 83,747 87,715 92,077 

教育扶助 3,959 4,013 4,033 4,345 3,400 

医療扶助 442,706 456,650 463,427 505,203 607,276 

出産扶助 317 0 0 0 0 

生業扶助 2,064 3,147 2,698 3,250 3,369 

葬祭扶助 647 1,218 1,056 978 1,605 

介護扶助 25,833 29,396 26,840 32,669 35,994 

施設事務費 1,799 3,578 3,977 3,201 2,115 

就労自立給付金    125 397 

合計 763,179 806,271 819,425 887,240 994,965 

・就労自立給付金は、平成２６年度から扶助の対象となった 

 

 

款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 4 1 被災対策総務費 34万 0 2万 6  210～211 

【福祉課】 

○被災対策総務費  2万 6千円 

 ・り災者見舞金  2万 6千円 

   １０月３日に発生した火災被害世帯に対し、見舞金を支給した。 

    ・火災被害世帯 １世帯（全焼） 
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款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 4 2 生活安定再建資金償還費 39万 6 6万 3 210～211 

【市民安全課】 

○生活安定再建資金貸付金償還事務  6万 3千円 

 

 ・債務者に対し、納付書・催告書の発送、電話勧告を行った。 

 ・借用書、管理台帳等の適正な保管、整理に努めた。 

・債務者からの納入相談に対応し、分割納入により償還率の向上に努めた。 

 

 

 ＜参考＞ 

平成３年度から平成６年度にかけて貸し付けた生活安定再建資金貸付金 

「１，７４８件：１７億４，５２０万円」の償還事務を下記のとおり行った。 

 

平成２７年度末現在 

  調定額   ８，４７８万６，３６０円 

    収入済額 ２９１万１，０００円（累計 １６億６，３３２万４，６４０円） 

    収入未済額 ８，１８７万５，３６０円 

    未納者数          １３５人 
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款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

4 1 1 保健衛生総務費 1億 3,392万 3 1億 3,101 万 7 210～213 

【環境課】 

○水道事業負担金  3,120万 2千円 

 地方公営企業繰出金の繰出しの基準に基づき水道課職員の児童手当及び中木場、油堀・長貫、有

明町簡易水道建設改良事業の起債に係る元利償還金に対し一定額を支出し適正な水道事業の運営

に寄与した。 

 

平成２７年度 水道事業負担金 （単位：円） 

項目 27年度   26年度 差額 

児童手当に要する経費 1,454,000 ｱ 1,970,000 △ 516,000 

簡易水道建設改良に要する経費 29,747,737   25,253,823 4,493,914 

  中木場簡易水道 
利息 

～Ｈ10 1,093,320 ｲ 1,177,120 △ 83,800 

    H14～H22 630,768 ｳ 670,562 △ 39,794 

    
元金 

～Ｈ10 2,191,385 ｴ 2,107,585 83,800 

    H14～H22 3,197,772 ｵ 3,157,978 39,794 

  油堀・長貫簡易水道 利息 H26 534,527 ｶ 0 534,527 

  有明町簡易水道 利息 H20～H25 17,805,414 ｷ 17,799,497 5,917 

    元金 H20～H22 4,294,551 ｸ 341,081 3,953,470 

合計 31,201,737   27,223,823 3,977,914 

 

児童手当 

水道課職員の児童手当 1,615,000円 

水
道
料
金
負
担
分 

 

一般会計負担分 

1,454,000円(ｱ) 

 161,000円 

児童手当の支給は０歳から中学校終了までであるが、３歳未満の支給額の７／１５の額を水道料金が負担。 
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簡易水道建設改良に要する経費 

平成１０年度以前借入分 元金＋利息 

  6,569,410円 

水道料金負担分 

3,284,705円 

(50%) 

一般会計負担分 

3,284,705円(ｲ+ｴ) 

(50%) 

   

交付税措置(100%) 

3,284,705円 

平成１４年度以降借入分 元金＋利息 

48,128,342円 

水道料金負担分 

21,665,310 円 

(45%) 

一般会計負担分(ｳ+ｵ+ｶ+ｷ+ｸ) 

一般会計負担分 

21,665,314円 

(45%) 

企業債振替分 

4,797,718円 

(10%) 

  

交付税措置(100%) 

26,463,032 円 

○簡易水道施設整備改善事業費補助金 100万 3千円 

広高野水道組合及び礫石原水道組合の機器が老朽化により更新が必要となったため、当該経費の

一部を補助し、簡易水道事業の運営に寄与した。 

組合名 事業概要 事業費 補助金 

広高野水道組合 
深井戸水中ポンプの

取り替え 
９１８,０００円 ４５９,０００円 

礫石原水道組合 
深井戸水中ポンプの

取り替え 
１,０８９,７２０円 ５４４,０００円 

計 ２,００７,７２０円 １,００３,０００円 

○水道事業出資金 6,330万円 

水道事業が実施している三会水系の高度浄水施設等整備事業に要する費用に対して、水道事業の

経営基盤の強化と水道料金への負担の軽減の適正化を図るため、総務省の地方公営企業法繰出基準

に基づき一般会計から水道事業へ出資金の支出を行った。 

国庫補助事業の対象となる水道水源施設に係る建設改良費の３分の１について一般会計出資債

を発行し、出資債の元利償還金の２分の１が交付税措置される。 

国庫補助金 上水道債 一財

1/3 1/3

6,334万5千円 6,330万円 9万2千円

（国負担分） （水道料金負担分）

6,330万円

（一般会計負担分）

一般会計出資債

1/3

国庫補助対象事業費1億9,003万7千円

元利償還金の２分の１を交付税措置実質の一般会計負担分  
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款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

４ １ ２ 環境衛生費 2,586万 5 2,395万 0 212～217 

【環境課】 

○市民清掃  629万 8千円 

 環境美化と保全に努めるため、旧島原地区で２回、有明地区で３回、市民清掃を実施した。 

実施月 
旧島原地区：６月、９月 

有 明 地 区：６月、８月、１２月 

草木回収量 約２６１ｔ 

   

○地下水等水質検査  10万 1千円 

硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素による地下水汚染の状況を確認するため、３０か所の井戸水の水質

検査を実施した。水道水質基準は１０mg／ℓ以下であり、これを超えている井戸が１４か所確認さ

れた。 

結果については、当該井戸使用者に通知し、継続的な検査を勧奨するとともに、基準を超えてい

る井戸については水道への切り替え又は浄水器の取り付けを勧奨した。 

地区名 検査か所数 基準超過か所数 

湯江 １１ ４ 

大三東 ９ ５ 

三会 ４ ３ 

杉谷 ２ ２ 

森岳 １ ０ 

霊丘 １ ０ 

白山 １ ０ 

安中 １ ０ 

計 ３０ １４ 
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また、湧水２６か所で水質基準に関する省令に基づく１１項目検査を実施した。 

・飲用適・・・２４か所 

・飲用不適・・・２か所 

地区名 検査か所数 飲用不適か所数 

湯江 ２ １ 

三会 ２ ０ 

杉谷 ４ ０ 

森岳 ８ ０ 

霊丘 ８ ０ 

白山 ２ １ 

計 ２６ ２ 

 

○湧水量調査業務委託  48万 7千円 

 市内の湧水４０か所について、湧水量、水温、ＰＨを毎月計測した。 

 

○公衆便所清掃業務委託  542万 4千円 

 市内４３か所の公衆トイレの清掃を定期的に行い、適正な維持管理及び環境衛生に努めた。 

 

○保健環境連合会補助金  45万円 

 煙霧消毒、ゴキブリ団子づくり、ごみ減量化事業等の事業に対し補助を行い、衛生害虫の駆除及

び衛生環境の向上に努めた。 

 

○狂犬病予防・動物保護管理経費  489万 6千円 

 狂犬病予防のため、狂犬病予防注射の集合注射の実施や、野良犬の排除に努めた。 

 また、散歩時の糞処理について、啓発チラシの配布や看板を設置し、マナーの向上に努めた。 

 【野犬の捕獲頭数、畜犬登録件数】 

 
捕獲頭数 犬登録頭数 予防注射済頭数 

平成２２年度 211 2,355 1,175 

平成２３年度 216 2,293 1,147 

平成２４年度 134 2,169 1,176 

平成２５年度 200 2,132 1,152 

平成２６年度 150 1,872 1,109 

平成２７年度 119 1,849 1,092 

   平成２３年度までは、緊急雇用創出事業として野犬捕獲員を雇用 

   平成２４年度以降は、市単独で非常勤職員２名を雇用 
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〇公害対策経費  290万 9千円 

河川浄化事業  45万 8千円 

   生活排水の浄化を図るため、ＥＭ活性液を各地区公民館などで配布したほか、産業まつりで

パネル展示や浄化に有効な資材を配付するなど啓発活動を行った。 

    年間ＥＭ配布（投入）量 

各地区公民館・有明支所・漁協 約２０.６ｔ 

学校 約 １.２ｔ 

商店・民家軒先 約 ４.５ｔ 

その他 約 ５.２ｔ 

計 約３１.５ｔ 

 

河川・溜池水質検査  81万 9千円 

   河川２４か所、溜池１４か所について、６項目の水質検査を実施し、水質を把握した。 

調査結果概要 ＢＯＤ、大腸菌群数を基に、相当する類型に分類 

類型 ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ ＞Ｅ 

基
準
値 

BOD(mg/l) 

大腸菌群数 

１以下 

50以下 

２以下 

1000以下 

３以下 

5000以下 

５以下 

― 

８以下 

― 

１０以下 

― 

１以上 

― 

 
 
 

利用目的の 
適応性 

ろ過等に
よる簡易
な浄水操
作のみで
飲み水と
なるもの 

沈殿ろ過
等による
通常の浄
水操作を
行って飲
み水とな
るもの 

前処理等
を伴う高
度の浄水
操作を行
って飲み
水となる
もの 

沈殿等に
よる通常
の浄水操
作を行っ
て工業用
水として
使用でき
るもの 

薬品注入
等による
高度の浄
水操作を
行って工
業用水と
して使用
できるも
の 

特殊の浄
水操作を
行って工
業用水と
して使用
できるも
の 

 

該
当
数 

河川 - - - ２３か所 １か所 - - 

溜池 - - １か所  ９か所 ４か所 - - 

６項目：水素イオン濃度、生物化学的酸素要求量ＢＯＤ、溶存酸素量、全窒素、全リン、大腸菌群 

 

  自動車騒音等常時監視業務委託  155万 5千円 

   津町、稗田町及び出平町の県道において、沿道騒音及び背後地騒音を調査した結果、全地点 

において昼夜間とも環境基準を満たしていた。 
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款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 予算書の項 

４ １ ３ 火葬場・墓地管理経費 2,774万 6 2,603万 5 216～219 

【環境課】 

○火葬場管理経費   2,526万 2千円 

 非常勤職員３名を雇用し火葬業務にあたるとともに、経年劣化により傷みが生じた設備の改修を

行い、火葬場の適正な管理・運営に努めた。 

【火葬状況】                                                         （単位：件） 

 大 人 小 人 死産児 身体の一部 改葬骨 合 計 

平成２２年度 614 3 11 5 4 637 

平成２３年度 629 2 12 3 4 650 

平成２４年度 620 2 8 3 4 637 

平成２５年度 630 6 10 5 5 656 

平成２６年度 680 2 9 3 5 699 

平成２７年度 633 2 12 2 5 654 

 

島原市火葬場 しまばら斎場  

 

○所在地 上の原三丁目 6188の 2 
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〇墓地管理経費  77万 3千円 

 経年劣化に伴う案内看板、舗装等の修繕や敷地内の除草、不要木の除去等を行い、適切な墓地環

境の保全を図った。 

 

市営墓地一覧 

番号 所在 墓地名 区画数 

１ 一野 下蓮輪墓地 １１１ 

２ 松崎 上松崎墓地 ２２１ 

３ 小原上 下平高野墓地 ２４２ 

４ 才木 馬場墓地 ３６５ 

５ 菅 東浜墓地 ４２４ 

６ 払山 下杉沢墓地 １１０ 

７ 門前 門前高野墓地 １４２ 

８ 柏野 下柏野墓地 ２１ 

９ 川内 堤沢墓地 １６９ 

１０ 二ツ石 上長葉山墓地 ２７ 

１１ 浜東 折地墓地 ３９１ 

１２ 浜西 石井墓地 １５７ 

１３ 久原 寺高野墓地 １２７ 

１４ 戸切 上佐野墓地 ６０ 

１５ 舞人堂 上舞人堂墓地 ４８ 

１６ 庄司屋敷 山ノ田墓地 １１４ 

１７ 庄司屋敷 庄司屋敷墓地 １２８ 

１８ 向ノ原 高橋墓地 １７８ 

１９ 野田 東下辻墓地 ３ 

２０ 野田 上野田墓地 ６８ 

２１ 前浜町 前浜墓地 ３０ 

２２ 宇土町 釘原墓地 ２８８ 

２３ 宇土町 宇土山墓地 ８８ 

２４ 大下町 大下墓地 １６０ 

２５ 北安徳町 寺松山墓地 １８６ 
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款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

4 1 4 健康対策費 6億 3,887万 5 5億 9,188 万 6 218～235 

【保険健康課】 

○健康対策一般  140万円 

・健康づくり推進員 

市の健康増進計画「健康しまばら２１」を市民との協働により推進・実践するため、 

「島原市健康づくり推進員」を委嘱し研修会を実施するとともに、推進員による地区活動 

を実施した。 

  島原市健康づくり推進員数：７０人（H28.3月末現在） 

 

区  分 実施回数（回） 参加者数（延） 

健康づくり推進員研修会 ５ ２１２ 

地区活動（ラジオ体操、笑いヨガ ほか） ７ ３１８ 

                              

 

 

 

 

 

 

 

【佐賀市へ視察研修】          【地区活動 笑いヨガ】 

 

・健康づくり推進協議会 

島原市が行う健康づくりの推進に関し、適切な対策を協議し、関係機関相互の総合的な調整 

を図るため、１２団体１８人に委員を委嘱し、年１回会議を開催した。 

   

開 催 日：平成２７年１０月２８日 

協議事項：平成２６年度事業実績、平成２７年度事業計画など 

 

 

○予防接種事業  1億 2,414万 3千円 

 伝染のおそれのある疾病を予防するため、各種予防接種を実施した。 

【定期予防接種】 

予防接種の名称 対象者 
被接種者数
（延人数） 

接種率 
（％） 

四種混合（ジフテリア・破傷

風・百日咳・不活化ポリオ） 

生後３月から生後９０月に至るま

での間にある者 
１，５６４ ７２．６ 

不活化ポリオ 
生後３月から生後９０月に至るま

での間にある者 
５５ ２９．７ 
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三種混合（ジフテリア・破傷

風・百日咳）※四種混合へ移行 

生後３月から生後９０月に至るま

での間にある者 
１ ０．６ 

二種混合（ジフテリア・破傷風） 満１１歳以上１３歳未満の者 ２８４ ３５．９ 

麻しん風しん混合第１期 
生後１２月から生後２４月に至る

までの間にある者 
３６４ ７３．４ 

麻しん風しん混合第２期 

５歳以上７歳未満の者で、小学校就

学の始期に達する日の１年前の日

から当該始期に達する日の前日ま

での間にある者 

３５９ ９２．８ 

日本脳炎第１期 
生後６月から生後９０月に至るま

での間にある者 
１，１０１ ２２．１ 

日本脳炎第２期 ９歳以上１３歳未満の者 １３９ ３．９ 

ＢＣＧ 生後１歳に至るまでの間にある者 ４０３ ８５．４ 

ヒブ 
生後２月から生後６０月に至るま

での間にある者 
１，４５９ ６９．０ 

小児用肺炎球菌 
生後２月から生後６０月に至るま

での間にある者 
１，５１０ ８７．６ 

子宮頸がん予防 

１２歳となる日の属する年度の初

日から１６歳となる日の属する年

度の末日までにある女子 

６ ０．９ 

水痘 
生後１２月から生後３６月に至る

までの間にある者 
７３２ ４９．８ 

インフルエンザ(高齢者) 

満６５歳以上（６０歳以上６５歳未

満で厚生労働省令により定められ

た特定疾病を持つ者を含む） 

８，９８２ ５８．９ 

高齢者肺炎球菌（定期） 

・６５歳、７０歳、７５歳、８０歳、 

８５歳、９０歳、９５歳、１００歳

以上になる者 

・６０歳以上６５歳未満で厚生労働

省令により定められた特定疾病を

持つ者 

４８５ １６．０ 

【任意予防接種】 

予防接種の名称 対象者 
被接種者数
（延人数） 

接種率
（％） 

インフルエンザ(小児) 生後６月から小学６年生の小児 ４，２７７ ４４．０ 
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○健康増進事業  959万 3千円 

生活習慣病予防のために食事や運動について知識の普及を図り、自主的に健康づくりに    

取り組めるよう、「健康教育」「健康相談」「訪問指導」を実施し、健康保持・増進を図った。 

 

・健康手帳の交付   １，１７４人 

健康教育 

区  分 開催回数（回）  参加者数（延） 

生活習慣病予防教室 ６ １２７ 

運動教室 ４ ８９ 

栄養教室 ４ ８５ 

ウォーキング自主活動支援 ７ １９１ 

室内運動自主活動支援 ８ ９０ 

“芝生で”いきいきワンデー １ １５８ 

健康相談 
定例健康相談（40歳～64歳） １７ １７ 

成人歯科相談（40歳～64歳） １２ ５０ 

 

訪問指導 40歳～64歳の訪問者数 ９ 

 ・健康カレンダー作成・配布 １万部（２万部のうち、国保特会の疾病対策費と折半） 

 

 

 

 

 

 

        

【生活習慣病予防教室】       【“芝生で”いきいきワンデー】 

 

○人間ドック等事業  2,481万 8千円 

基本的な健康診断に加えて、成人病の予防と早期発見を目的として、人間ドック及び       

脳ドック健診を実施した。 

 

種  類 対象者 実施方法 受診者数（人） 

人間ドック ４０歳以上 (市内医療機関)半日コース 

       １日コース 

(市外医療機関)日帰り 

１泊２日 

５６ 

１７１ 

３０１ 

４１ 

脳ドック ４０歳以上 市内医療機関 ３３６ 
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○鍼灸及びあん摩等施術費助成事業  914万 2千円 

はり、きゅう及びあん摩等による施術に要する費用の一部（５００円）を助成することで、

継続的な施術が必要な方の経済的負担を軽減し、市民の健康保持及び増進を図った。 

 

・ 助成件数 

はり、きゅう及びあん摩等施術費助成   延  １４，２６１件 

あん摩等施術費助成           延   ３，３８１件 

 

・ 助成額 

はり、きゅう及びあん摩等施術費助成   ７，１３０，５００円 

あん摩等施術費助成           １，６９０，５００円 

 

・ 利用券交付者数 

 はり、きゅう及びあん摩等利用券         １，４３６人 

あん摩等利用券                   ４５２人 

 

 

○検診事業  8,593万円 

がん予防対策として、がんの早期発見、早期治療を目指し、各種がん検診を実施した。 

子宮がん・乳がん・大腸がん検診については、特定の年齢に達した人に対して、検診料が   

無料となるクーポン券及び検診手帳を送付し、受診を促進した。 

また、特定健康診査と同時に前立腺腫瘍マーカー（PSA）検査及び

肝炎ウイルス検査を４０歳以上の希望者に実施した。 

併せて、生活習慣病の早期発見及び予防対策として、４０歳以上の

生活保護受給者を対象とした健康診査を実施し生活習慣病の予防に

努めた。 

 

種  類 対 象 者 実施期間・日数 受診者数（人） 

子宮がん検診 

２０歳以上の女性  

クーポン対象：20 歳到達者・ 

平成 25 年度のクーポン対象者で 

過去 6 年間未受診者 

(個別)4月～3月 ２，６５１ 

(集団)12日間 １，０１０ 

乳がん検診 

（個別）３０歳以上の女性 

（集団）４０歳以上の女性 

クーポン対象：40 歳到達者・ 

平成 25 年度のクーポン対象者で 

過去 6 年間未受診者 

(個別)4月～3月 １，７１２ 

(集団)12日間 １，１３５ 

大腸がん検診 

４０歳以上 

クーポン対象：40 歳～60 歳ま 

での 5 歳刻み 

(個別)6月～1月 ２，９７３ 
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胃がん検診 ４０歳以上 
(個別)5月～3月 ６２０ 

(集団)25日間  ８２０ 

肺がん検診 ４０歳以上 (集団)34日間 ４，１１５ 

骨粗鬆症検診 
４０歳～７０歳までの５歳刻み

の年齢の女性 
(集団)8日間 １６９ 

肝炎ウイルス検査 
４０歳以上 

（平成１４年度以降未受診者） 

特定健康診査と

同時実施 
５０４ 

前立腺腫瘍ﾏｰｶｰ検査 

（PSA検査） 
４０歳以上 

特定健康診査と

同時実施 
２，７９６ 

健康診査 ４０歳以上の生活保護受給者 

(個別)6月～2月 ８０ 

(集団) 

6月～7月、11月 
９ 

 

 

○地域支援事業  564万 9千円 

介護予防一次予防事業として、６５歳以上の市民を対象に健康教育、健康相談を実施し、    

介護予防の知識の普及・啓発及び健康の保持・増進を図った。 

 

事業名 事業内容 回数（回） 参加者数（延） 

健康教育 

介護者のつどい           １２ ４７ 

転倒予防体操地区普及講座 ９ １０４ 

転倒予防教室自主グループ活動支援 １１７ １，４７３ 

認知症予防教室 ５ １１８ 

健康教育講座 

（高齢者学級に市内医師会の医師を派遣） 
７ ２３８ 

出前講座 

（他団体からの依頼による健康教育） 
８ ２７８ 

健康相談 

健康相談 ３４ ４８ 

あかね会（一人暮らし高齢者試食会） １４ ３８１ 

成人歯科相談 １３ １７８ 

高齢者ふれあいサロンへの講師等派遣 ９９ １，６５６ 

 

 うつ・閉じこもり予防事業として６５歳の高齢者世帯及び転倒予防教室や高齢者ふれあいサ

ロン参加者９５９人に基本チェックリストを実施し、健康状態や生活状況の把握を行い、必要

に応じて教室参加勧奨や個別支援を行った。 
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       【転倒予防教室】       【高齢者ふれあいサロン】 

 

○食育推進事業  101万円 

平成２６年度策定の「第２次島原市食育推進計画」に基づき、生活習慣病の発症予防や食育

の推進に関する料理教室やイベント活動を通じて、市民の食生活改善に取り組んだ。 

   

（島原市食生活改善推進員協議会） 

 ・市民の食生活改善への意識を向上させることを目的として、市民や団体への親子料理教室 

や生活習慣病予防のための料理講習会等を開催した。 

 

会員数         ９６人（H28.3月末現在） 

活動回数       ３３４回 

参加者数（延）  ６，１１５人 

【親子料理教室】 

 （食生活改善推進員の育成支援）           

  ・食生活改善推進員の活動支援及び資質向上を目的に講座を開催した。 

    回数          １２回 

    参加者数（延）    ５７０人 

  

（食生活改善推進員の養成） 

  ・食生活改善推進員を増やし活動を充実させるため、市民から公募し講座を開催した。 

    回数           ５回 

    受講者数         ５人 

  

（食育推進事業） 

  ・第２次島原市食育推進計画を推進し、市民への食育の啓発を行った。 

    食育イベントの開催    １回（食生活改善推進員協議会との共催） 

    広報しまばらへの掲載   毎月、レシピとコラムを掲載 

 

 

 

                       【食育イベント】 
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○歯科保健事業  200万 5千円 

乳幼児から高齢期までの各歯科健康診査、歯科相談、フッ素塗布事業等を実施し、歯・口腔

の健康づくり、むし歯・歯周病予防対策の向上・推進を図った。 

また、保育所・幼稚園において、フッ化物洗口を導入し、家庭などの環境に関わらず、平等

なむし歯予防を行える環境を整えることで、こどものむし歯予防に取り組んだ。 

 

（１歳児親子歯科健診） 

１歳児の歯及び口腔内の疾病の早期発見、保護者へのむし歯予防・歯の健康管理の 

意識づけを行った。 

  ・回数                   １２回 

  ・１歳児受診者数              ３５０人 

  ・保護者受診者数              ３２３人 

 

（フッ素塗布事業） 

   幼児のむし歯予防の強化、保護者へのむし歯予防・歯の健康管理の意識づけを行った。 

    ・対象者        １歳児～３歳６か月児 

    ・回数                      ６８回 

    ・塗布者数（延）            ２，１６８人 

 

  （フッ化物洗口推進事業） 

    保育所・幼稚園による集団でのフッ化物洗口を推進し、むし歯予防の強化を図った。 

    ・対象者  市内保育所・幼稚園に通う園児 

    ・実施数  保育所１３か所/２３か所、幼稚園２か所/５か所 

           （１５か所中１０か所が県補助 2/3の対象） 

 

（お口の健康まつり） 

歯科保健に関する情報を提供し、共に学ぶことで「長崎県歯・口腔の健康づくり推進

条例」に沿った歯科保健の推進を図った。 

     

・開催日：平成２７年６月７日 

・場 所：島原市保健センター 

・参加者数：４４２人 

・内 容：歯科健診、歯科相談、ブラッシング指導、 

フッ素塗布、フッ素洗口、妊婦教室、 

歯に良いおやつの展示等 

【みてみよう！（口腔内カメラ）】 
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○健康しまばら福祉まつり事業  55万 9千円 

子どもからお年寄りまで市民総参加のもと、健康や福祉に対する意識の向上を図ることを 

目的に、「健康しまばら２１推進大会」と「島原市健康福祉まつり」を統合して、「健康しまば

ら福祉まつり」を計画した。 

多くの方に健康・福祉の意識啓発をめざし準備したが、荒天のため中止となった。 

 

  ・日  時：平成２８年１月２４日 

  ・会  場：有明総合文化会館周辺施設 

  ・参加団体：３６団体 

 

○母子保健事業  4,825万 6千円 

妊婦が安心して出産を迎えられるように、母子健康手帳の交付、妊婦一般健康診査、妊婦 

相談、両親学級を実施した。 

また、乳幼児の疾病の早期発見及び健康の保持増進を目的に乳幼児健康診査を実施すると 

ともに、子どもの発達や子育て等について保護者が気軽に相談できるよう、 

乳幼児相談や離乳食教室等、各種健康相談や健康教育、訪問指導を実施した。 

  

  （母子健康手帳） 

年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27 年度 

交付数（冊） ３７３ ３７３ ３８５ ４０８ ４００ 

 

（健康相談） 

事業内容 実施回数（回） 参加者数（延） 

妊婦相談 随時 ３９１ 

乳幼児相談 ３６ ５５９ 

離乳食教室 １２ １８１ 

個別相談（児相・言語・心理） ３９ ６６ 

 

（健康教育） 

事業内容 実施回数（回） 参加者数（延） 

両親学級 １０ ４５ 

食物アレルギーにかかわる母親の勉強会 ３ １３ 

小児生活習慣病予防教室 １ １９ 

お遊び教室 １８ ９４ 

５歳児発達支援教室 ９ ６１ 

母子保健講演会 １ ３７ 

幼児の行動観察についての研修会 ３ ３９ 

わかばの会 ３ １２ 
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【母子保健講演会】 

開催日：平成２８年１月９日 

演 題：心がかぜをひくとき～安心感と自立～  

講 師：臨床心理士 吉村 春生 先生  

 

 

 

 

（乳幼児健康診査） 

事業内容 実施回数（回） 受診者数（人） 

３か月児健康診査 １２ ４０１ 

１歳６か月児健康診査 １５ ３６４ 

３歳児健康診査 １７ ３９２ 

５歳児健康診査 ２０ ３９１ 

 

（妊婦・乳児一般健康診査、新生児聴覚検査） 

事業内容 受診者数(延) 

妊婦一般健康診査 ５，０１２ 

乳児一般健康診査 ４４７ 

新生児聴覚検査（初回+確認検査） ３７７ 

 

（訪問指導） 

対象者 訪問者数（延） 

妊婦・産婦 １７４ 

新生児 ３９ 

未熟児 ３ 

乳児（新生児・未熟児以外） １５９ 

幼児 １１ 
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○いきいき健康ポイント事業  100万 9千円 

健康づくりに自ら取り組む意識を促すことで健康づくりの習慣化を図り、生活習慣病を予防

することを目的に「いきいき健康ポイント事業」を実施した。  

（事業内容） 

４０歳以上の市民を対象として、特定健診やがん検診等の受診、健康づくりに関する取り組

み、健康教室等への参加などで、健康ポイントを５０ポイント以上ためた方に参加賞を進呈

し、抽選で島原市特産品を贈呈した。    

ポイントカード配布数 １，８３８ 

ポイントカード提出者数 ２１１ 

当選者数  市長賞 

      １等 

      ２等 

      ３等 

３ 

５ 

２０ 

３０ 

 

 

○特定不妊治療費助成事業  157万 4千円 

 不妊治療を受ける夫婦の経済的負担の軽減を図ることを目的に特定不妊治療費の助成を 

行った。 

 【対象となる治療】  

平成２７年４月以降に受けた体外受精、顕微授精。 

 【助成額】  

長崎県特定不妊治療費助成事業への上乗せ助成で 

あり、特定不妊治療費から県助成金を差し引いた 

額で１回当たり、５万円を上限とする。 

 【実 績】 実２０件（延３２件）  

助成額 １５６万５千円 

 

 

○不育治療費助成事業  6千円 

 不育治療を受ける夫婦の経済的負担の軽減を図ることを目的に、不育治療費の助成を行う 

事業。 

 【対象となる治療】  

県内の一般社団法人日本生殖医学会が認定した生殖医療専門 

医が所属する医療機関又は同等の能力を有する医療機関にお 

いて、不育症と診断された場合における治療及び当該治療に 

係る検査。 

【助成額】 １回の妊娠に係る治療に対し１０万円を上限とする。 

【実 績】 ０件 
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【福祉課】 

○救急医療対策在宅当番医制業務委託（第１次救急医療対策）  523万 6千円 

   日曜、休日、年末年始における救急患者の医療について、島原市医師会に委託し、市内

の医療機関における外来診療を実施し、市民の安心安全の確保と健康保持に努めた。 

   実施延べ医療機関  １５４医療機関（内科、外科、小児科等） 

 

 

○小児の休日診療事業委託  2,023万 2千円 

第３次長崎県地域医療再生基金を活用して、島原市医師会に委託し、長崎大学から  

当番医の派遣を受け島原病院内で小児の休日診療を実施し、小児医療の充実を図った。 

実施回数 ５２回  受診者数 ２，２１１人 

 

 

○長崎県病院企業団運営事業費負担金  5,105万 2千円 

   地域の継続的かつ安定的な医療確保のため設立した長崎県病院企業団が経営する長崎県

島原病院の運営にかかる経費のうち、構成団体負担要綱で定められたルールに基づき、  

建設改良や高度医療、救急医療の確保などに要する経費を、長崎県と半島三市で負担した。 

・長崎県と半島三市の負担額 

負担額 三市の負担割合 

長崎県 7億 62万 5千円  

半

島

三

市 

島原市 5,105万 2千円 52.9％ 

雲仙市 791万 3千円 8.2％ 

南島原市 3,754万 1千円 38.9％ 

合計 9,650万 6千円 100％ 

    ＊三市の負担割合は、平成 23年度から 25年度までの 3年間の島原病院患者数割合 

 

 

○歯科休日診療当番医制事業補助金  27万円 

   日曜、休日、年末年始における急な口腔疾患患者について、島原南高歯科医師会が実施

する輪番制による休日診療に要する経費の一部を島原市内の診療所の当番日数に応じて 

補助し、市民の安心安全の確保と健康保持に努めた。 

   実施延べ診療所（市内） ５４診療所 

 

 

 

 

 

 



96 

○病院群輪番制病院運営事業費補助金（第２次救急医療対策）  1,560万 4千円 

   入院治療を必要とする重症救急患者の医療について、輪番制方式により初期救急医療 

施設からの転送患者の受け入れを行う島原半島内の病院群病院に対し、半島三市で運営に

かかる経費の一部を補助し、市民の安心安全の確保と健康保持に努めた。 

実施医療機関 所在地 当番延べ日数（日） 

柴田長庚堂病院 島原市 １１２ 

泉川病院 南島原市    １０９ 

愛野記念病院 雲仙市    ２１１ 

公立新小浜病院 雲仙市    １１５ 

哲翁病院 南島原市    １１２ 

   ※長崎県島原病院の当番延べ日数２１７日は補助対象外 

   ※平成２６年度・２７年度は島原市が事務局となり、雲仙市、南島原市から負担金を 

    受け入れ、島原市が補助金として支出した。 

      半島三市の負担額：島原市  513万 3千円 

               雲仙市  511万 8千円 

               南島原市 535万 2千円 

 

 

○地域総合整備資金貸付金  6,200万円 

地域振興に資する民間事業活動に対して、地域総合整備資金財団（ふるさと財団）の  

支援を得て無利子での融資を行った。 

   ・対象事業  バースセンター建設事業（山崎産婦人科院内助産所建築事業） 

   ・事業者   医療法人 翔南会 

   ・事業費総額 1億 5,000万円 

   ・貸付金額  6,200万円 

   ・償還期間  第１回償還日 平成３２年１１月２５日 

          最終償還日  平成４２年１１月２５日 

          償還回数 ２１回（年２回償還：５月２５日、１１月２５日） 

 

 

○看護学校就学資金出資金  750万円 

島原市医師会看護学校が設置する就学金基金に出資し、就学を支援することで、少子 

高齢化に対応した看護師確保と地元定着に努めた。 
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○島原地域小児医療研究室寄附金  529万円 

長崎大学が長崎県島原病院を研究拠点として開設する「島原地域小児医療研究室」に  

長崎県と半島三市が寄附を行うことにより、長崎県島原病院の小児科診療の再開と小児 

医療の充実を図った。 

・小児科患者数 （外来）延べ３，００５人 （入院）延べ９４１人 

・長崎県と半島三市の負担額 

負担額 三市の負担割合 

長崎県 1,000万円  

半

島

三

市 

島原市 529万円 52.9％ 

雲仙市 82万円 8.2％ 

南島原市 389万円 38.9％ 

合計 1,000万円 100％ 

     ＊三市の負担割合は、平成 23年度から 25 年度までの 3年間の島原病院患者数割合 
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款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

4 2 2 塵芥処理費  9億 2,443万 7 9億 2,218 万 5 234～239 

【環境課】 

○ごみ収集  1億 8,378万 9千円 

・塵芥車 14台と貨物車 6台及び軽貨物車 1台の計 21台により収集した。 

・可燃物は週２回、資源・不燃物は月２回の定期収集を行い、東部リレーセンターと島原リサ

イクルプラントに搬入し、適正処理に努めた。 

・容器包装リサイクル法による分別収集を実施した。 

・振替休日、祝日の翌日（前日）に年 7回特別収集を実施した。 

・ごみ量の推移（トン） 

年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

１可燃ごみ 17,455 17,332 17,462 17,129 17,047 

 （家庭系） (11,180) (11,134) (11,063) (10,869) (10,794) 

 （事業系） (6,275) (6,198) (6,399) (6,260) (6,253) 

２不燃ごみ 2,173 2,170 2,123 1,986 2,043 

 ①市収集分 1,775 1,760 1,713 1,639 1,679 

  （びん） (469) (464) (451) (429) (434) 

  （カン） (202) (196) (183) (165) (150) 

  （ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ） (134) (136) (149) (141) (146) 

  （プラ容器） (219) (222) (223) (221) (225) 

  （紙容器） (47) (41) (29) (38) (38) 

  （その他） (704) (701) (678) (645) (686) 

 ②自己搬入分 398 410 410 347 364 

３牛乳パック 11 10 9 8 6 

 

○ごみ再資源化推進報奨金  332万 3千円 

子供会、町内会等の資源回収活動に対し、報奨金（古紙・くず鉄６円／ｋｇ、ビン４円／

本）を交付した。重量計算で５７８ｔを再資源化した。 

・回収量の推移（トン） 

種 類 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

新聞、雑誌 
段ﾎﾞｰﾙ、布 

594 625 627 546 477 

くず鉄 16 17 21 18 20 

ビン 110 102 95 84 81 

総 量 720 744 743 648 578 

 

○拠点回収事業  64万 5千円 

  市内各公民館等 10か所で「新聞、チラシ、雑誌、段ボール、蛍光管」の回収を婦人会等の 
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監視団体を通じて月 1回実施した。 重量計算で 165ｔを再資源化した。 

・回収量の推移（トン） 

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

282 220 176 175 165 

 

○ごみ袋作製費  1,914万 8千円     

  燃やせるごみ用袋（1・2号）を 220万枚作製した。 

  

○ごみ袋販売業務委託料  883万 4千円 

  ごみ袋の販売業務を島原商工会議所（190 万 7 千 500 枚）と有明町商工会（30 万 1 千 100

枚）に委託した。 

 

○資源回収業者補助金  132万 4千円 

  循環型社会形成を構築するため、資源回収事業者に対し重量（662ｔ）に応じた補助金を  

交付した。 

 

○分別基準適合物処理費  2,059万 1千円 

  容器包装リサイクル法に基づき、分別された資源物を再商品化するための中間処理業務を

委託した。 

・処理量の推移（トン） 

年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

ペットボトル 134 136 149 141 146 

プラ製容器包装 219 222 223 221 225 

紙製容器包装 47 41 29 38 38 

総 量 400 399 401 400 409 

 

○可燃物処理費  6億 1,467万 6千円 

  可燃物は、諫早市、雲仙市、南島原市とで構成する一部事務組合「県央県南広域環境組合」

で処理しており、構成市として財政負担を行った。（処理量 1万 7,047ｔ） 

・負担金内訳（千円） 

 建設費 運営費 運転費 
交付税算入

額調整分 
負担金 

島原市 241,829 18,328 345,635 8,884 614,676 

諫早市 708,128 45,493 838,537 △21,488 1,570,670 

雲仙市 311,632 18,079 291,023 10,330 631,064 

南島原市 88,411 8,100 84,805 2,274 183,590 

合計 1,350,000 90,000 1,560,000 0 3,000,000 
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○不燃物処理費  5,797万 2千円 

  不燃物は、雲仙市、南島原市とで構成する一部事務組合「島原地域広域市町村圏組合」で

処理しており、構成市として財政負担を行った。（処理量 1,634ｔ） 

・負担金内訳（千円） 

 
所在地割 4割 

所在地割以外 
合計 

平等割 2割 人口割 8割 

島原市 33,511 4,999 19,462 57,972 

雲仙市  55 94 149 

南島原市  4,999 20,658 25,657 

合計 33,511 10,053 40,214 83,778 

 

 

 

 

 

款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

4 2 3 し尿処理費 2億 2,396万 8 2億 1,007 万 3 238～241 

【環境課】 

  許可業者（3 業者）により、浄化苑に搬入されたし尿・浄化槽汚泥（4 万 2,582.6ｋℓ）を

適正に処理した。 

○運転管理業務委託  4,237万 9千円 

  浄化苑に搬入されたし尿・浄化槽汚泥を適正に処理するための運転管理業務を行った。 

 受託業務の内容：搬入受付、機械装置の運転操作及び監視、注油管理と機械器具の点検保守、

消耗品の取替え及び補給、施設管理のための水質分析、小規模の補修・修繕・塗装、場内の

除草・清掃及び樹木の剪定、薬品・重油・消耗品等の在庫管理、各種の記録と管理 

 

○有明地区のし尿等処理  8,914万 9千円 

  有明地区のし尿については、雲仙市とで構成する一部事務組合「南高北部環境衛生組合」

で処理しており、構成市として財政負担を行った。(処理量 1万 1,226ｋℓ) 

・負担金内訳（千円） 

 人口割 55％ 利用度割 45％ 交付税措置分 合計 

島原市（有明町） 31,588 31,093 26,468 89,149 

雲仙市 

（国見町、瑞穂町、 

吾妻町、愛野町） 

81,988 61,832 66,690 210,510 

合計 113,576 92,925 93,158 299,659 
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款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

4 2 4 汚泥再生処理ｾﾝﾀｰ建設費 9億 6,034万 0 9億 5,707 万 9 240～241 

【環境課】 

  汚泥再生処理センターの建設を進めた。 

○汚泥再生処理センター建設工事に伴う設計・施工監理業務委託  1,288万円 

  汚泥再生処理センター建設工事に伴う設計・施工監理業務を委託した。 

・事業概要 

 （業務内容）汚泥再生処理センター建設工事にあたり、市と工事受注者との性能発注方式に

よる契約に基づき施工される工事内容について、専門的見地からの技術的助言、

検証・精査並びに各種書類整理や検査に係る監督員の技術的な補佐を行い、工

事受注者から提出される設計図書に係る設計監理並びに工事施工に係る工事管

理を行う。 

 （契約期間）平成 26年 10月 17日～平成 29年 3月 10日 

 （委託料） 4,104万円 

 

○汚泥再生処理センター建設工事費  9億 4,398万 2千円 

  汚泥再生処理センターの躯体工事や杭工事などの土木建築工事、また、し尿破砕装置など

の機器類を製作した。 

・事業概要 

 （建設地）前浜町 

 （処理規模）144ｋℓ /日  

 （処理方式）高負荷脱窒素方式  

 （資源化方式）堆肥化  

 （敷地面積）約 2,800㎡ 

 （工期）平成 26年 6月 24日～平成 29年 3月 10日 

 （工事費）30億 818万 9千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       地下躯体工事完了             活性炭吸着塔 

 

 


